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る畜産農家を中心に、埋却地を確保していない畜産農家が多かった。また、宮崎県

は、自己所有地での埋却が困難である場合の対応について具体的な検討をしていな

かった。このため、発生後、埋却地の確保を試みたものの、掘ってみて地下水が出

たり、住民の反対などで早期の確保が出来なかった。このことが、発生地でのウイ

ルス量を増やし、感染を拡大させた一因となった」（「口蹄疫対策検証委員会報告

書」）と指摘されている。したがって、このような事態を未然に防ぐ意味から、事

前に埋却等の実施に対する近隣住民等への説明及びその承諾を得ておくことは、発

生時における迅速かつ円滑な埋却等のために重要であると考えられる。 

一方、農林水産省は、埋却等の実施に対する近隣住民等の承諾取得が極めて低調

である状況について、「埋却地等の確保の状況について」に基づく都道府県からの

報告により承知しているにもかかわらず、都道府県に対し、これまで特段の指導及

び助言を行っていない。 

 

③ 埋却地の適地性の確認状況 

調査した 17 道府県（注 4）における埋却地の適地性の確認状況を調査したところ、

11 県においては、立入検査等の際に、地理的、地形的要件及び作業・管理要件を

踏まえ、埋却地の適地性について目視で確認するなどの対応を行っているものが

みられた一方、6道府県（北海道（網走家畜保健衛生所及び十勝家畜保健衛生所）、

岩手県（県南家畜保健衛生所）、群馬県（中部家畜保健衛生所）、新潟県、大阪府

（大阪府家畜保健衛生所）、熊本県（中央家畜保健衛生所））においては、特段の

対応を行っておらず、中には、県内の土地は、地質、地下水、水位などの点で埋

却地に適さないものが大部分であるとしながらも適地性を確認していないもの

（群馬県（中部家畜保健衛生所）及び新潟県）もみられた。 

特段の対応を行っていない 6 道府県では、適地性を確認していない理由につい

て、管内の農場数が多いこと、適地性を確認する時間的な余裕がないことなどを

挙げているが、埋却地の適地性を目視で確認する程度であれば、立入検査時の確

認事項として実施することとしても、大きな負担とはならないものと考えられる。 

また、埋却地の適地性を確認している場合であっても、当省の調査において、

県が面積は十分で埋却にも問題なしと評価した土地の中に、内水面との距離が近

接なもの（1件）及び文化財保護法（昭和 25年法律第 214号）第 93条の規定に基

づく周知の埋蔵文化財包蔵地であるもの（1件）が含まれており、国防疫マニュア

ルを踏まえると適地性に疑問がある例もみられた。 

（注 4）調査した家畜保健衛生所だけでなく、道府県本庁担当課に対する調査でも同様の状況

となっていることが確認されたため、道府県単位としている。 

 

【所見】 

したがって、農林水産省は、家畜伝染病の患畜等の埋却、焼却等が迅速かつ的確

に行われるよう、以下の措置を講ずる必要がある。 

① 都道府県に対し、家畜の所有者による埋却地等の確保を促進するとともに、それ

が十分確保できない場合は、移動式レンダリング装置や移動式焼却炉を活用した処

理計画をあらかじめ定めておくよう指導すること。 

（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-⑶-⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-⑶-⑨ 
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表３-⑶-⑨ 県が適地性を確認し、「面積は十分で埋却にも問題なし」と評価した土地の適

地性に疑問がある例 

調査対象

道府県 
調査結果 

福岡県 調査対象市町村に所在する乳用牛、肉用牛、豚、採卵鶏及び肉用鶏を飼養し

ている 86農場（平成 26年 7 月末日現在。「衛生管理の状況等の報告通知」に基

づき報告された農場数）から 6農場を抽出して、これらの農場が確保している

埋却地について、①内水面からの距離、②文化財保護法第 93条の規定に基づく

周知の埋蔵文化財包蔵地（以下「包蔵地」という。）内の所在の有無（注）につ

いて調査した結果、内水面（ため池）からの距離が 100ｍ以内となっているも

のや包蔵地内に所在しているものがそれぞれ 1 農場あり、埋却地の適地性に疑

問がある例がみられた。 

なお、当該 2 農場について、平成 24年度に福岡県畜産課が埋却地の適地性を

評価した結果は、いずれも「Ａ（面積は十分で埋却にも問題なし）評価」とな

っている。 

（注）国防疫マニュアルにおいては、埋却地に関する要件として、「内水面からの距離」につい

ては、河川、湖、池等に近い場所を避ける必要があること、諸外国では 30～100m離れてい

ることが選定条件になっていることが明記されているとともに、文化財が埋蔵されていない

ことも確認するよう求めている。 

 

当該調査結果について、福岡県畜産課は、ⅰ)内水面からの距離が 100ｍ以内

となっている農場については、100ｍ以内であっても直ちに問題にはならないと

判断したこと、ⅱ）埋却地が包蔵地内に所在した農場については、埋却地の外

観が耕作地であり、遺跡（包蔵地内）であることは確認できなかったことから、

Ａランクで評価したとしている。 

（注）当省の調査結果による。 
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